
○主として市町村の窓口で、子育て家庭等から保育サービスに関する相談に応じ、
地域における保育所や各種の保育サービスに関する情報提供や利用に向けての
支援などを行う

《職員配置》専任職員（利用者支援専門員）を１名以上配置

※子育て支援員基本研修及び専門研修（地域子育て支援コース）の「利用者支援事業
（特定型）」の研修を修了している者が望ましい

○主として市町村保健センター等で、保健師等の専門職が、妊娠期から子育て期に
わたるまでの母子保健や育児に関する妊産婦等からの様々な相談に応じ、その状況
を継続的に把握し、支援を必要とする者が利用できる母子保健サービス等の情報提
供を行うとともに、関係機関と協力して支援プランの策定などを行う

《職員配置》母子保健に関する専門知識を有する保健師、助産師等を１名以上配置
※職員は専任が望ましい

【利用者支援】
地域子育て支援拠点等の身近な場所で、
○子育て家庭等から日常的に相談を受け、個別のニーズ等を把握
○子育て支援に関する情報の収集・提供
○子育て支援事業や保育所等の利用に当たっての助言・支援
→当事者の目線に立った、寄り添い型の支援

【地域連携】
○より効果的に利用者が必要とする支援につながるよう、地域の関係機関との連
絡調整、連携・協働の体制づくり

○地域に展開する子育て支援資源の育成
○地域で必要な社会資源の開発等
→地域における、子育て支援のネットワークに基づく支援

○「利用者支援」と「地域連携」の２つの柱で構成。

《職員配置》専任職員（利用者支援専門員）を１名以上配置
※子ども・子育て支援に関する事業（地域子育て支援拠点事業など）の一定の実
務経験を有する者で、子育て支援員基本研修及び専門研修（地域子育て 支援
コース）の「利用者支援事業（基本型）」の研修を修了した者等

基本型 特定型 （いわゆる「保育コンシェルジュ」）

母子保健型

【基本事業】

○実施か所数の推移（単位：か所数）
○実施主体 市町村（特別区を含む）
○負担割合 国（２/３）、都道府県（１/６）、市町村（１/６）
○主な補助単価（令和５年度予算）

基本型 特定型 母子保健型

7,688千円 3,150千円 14,331千円

夜間開所 休日開所 出張相談支援 機能強化取組 多言語対応 特別支援対応 多機能型事業
一体的相談支援機関連

携等加算

1,451千円 781千円 1,093千円 1,934千円 805千円 774千円 3,270千円 300千円

※母子保健型は、職員が専任の場合

令和５年度当初予算 １，９２０億円の内数（１，８００億円の内数）

（子ども・子育て支援交付金（こども家庭庁）及び重層的支援体制整備事業交付金（厚生労働省））

基本型 特定型 母子保健型 合計

Ｒ３年度 ９８１ ３７９ １，６７５ ３，０３５

Ｒ４年度 １，０４３ ３７８ １，７２０ ３，１４１【加算事業】

【開設準備経費】改修費等 4,000千円 1

利用者支援事業

子育て家庭や妊産婦が、教育・保育施設や地域子ども・子育て支援事業、保健・医療・福祉等の関係機関を円滑に利用できるように、身近な場所での相談や情報提供、
助言等必要な支援を行うとともに、関係機関との連絡調整、連携・協働の体制づくり等を行う。

１．施策の目的

２．施策の内容

３．実施主体等



利用者支援事業の役割について

声①

「親を病院に連れて行くの
で、子どもをあずかってほ
しい･･･」

子育て中の親子（妊婦含む）など

声②

「うちの子、よその家庭の
子より落ち着きが無い気
がする･･･」

声③

「最近、子育てがしんどい
です･･･」
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連
携

など

など

など

2


